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全宅連50周年・全宅保証45周年の節目の年
～「ハトマークグループ・ビジョン2020」を策定します～
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　新年あけましておめでとうございます。年頭に

あたり一言ご挨拶を述べさせていただきます。

　ご承知のとおり、昨年は英国のEU離脱、米国

大統領選挙トランプ氏勝利・TPP 離脱表明等、

今後の世界経済に大きな影響を及ぼす出来事があ

りました。国内では、日銀のマイナス金利政策に

よる住宅ローン金利の史上最低更新、国勢調査で

戦後初めて総人口が減少に転じるなど少子高齢化

傾向が進んでおります。

　このような中、喫緊の課題である既存住宅流通

活性化対策としては、税制面で住宅や土地の所有

権移転登記に係る登録免許税の軽減措置や事業用

買換え特例など各種流通課税の特例が延長されま

した。空き家対策として本会が要望してきた所有

者情報開示は、国交省にて関係省庁と協議のうえ

今年度中にガイドラインが策定される見込みです。

また、空き家・既存住宅活性化のため実態に則し

た媒介報酬規定の見直しも引き続き検討する所存

です。

　本年 4月 1日施行の改正宅建業法にて全宅連に

対し体系的な研修実施の努力義務が課せられると

ともに、全宅保証は研修費用の助成を行うことが

できるようになります。これを契機に不動産キャ

リアパーソンの更なる充実に取り組んでいく所存

です。また弁済業務保証金の弁済対象者から宅建

業者が適用除外となるため引き続きコンプライア

ンス等の徹底を図っていきます。

　平成29年は全宅連創立50周年・全宅保証創立45

周年の節目の年であります。昭和42年の全宅連発

足、同47年の全宅保証発足以来現在に至るまで両

団体は、土地・住宅政策要望、大手フランチャイ

ズ対策、レインズの構築、銀行の不動産業進出問

題、宅建士名称変更、苦情解決・弁済業務等、業

界最大の公益団体として宅地建物取引の適正な運

営と消費者保護の面で多大な役割を果たしてきま

した。

　本会では次なる50年に向け、現状を分析し戦略

課題を明らかにし「ハトマークグループ・ビジョ

ン2020」を策定いたします。本ビジョンにより各

都道府県協会の進むべき道筋を示すとともに、全

宅管理・ハトマーク支援機構と連携し、「地域に

より添い、生活サポートのパートナー」である皆

様の経営基盤の強化・業務支援を展開する所存で

す。

　「みんなを笑顔にするために」会員各位のます

ますのご繁栄とご健勝をお祈り申し上げ、新年の

ご挨拶とさせていただきます。
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